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(54) Title: TISSUE SUTURING DEVICE

(54) 発 明の名称 ：組織縫合器

(57) Abstract: [Problem] Provided i s a device
capable of acting in place of an operation for

図 stitching tissue stitch by stitch by threaded needle
or stapler. [Solution] In a tissue suturing device
having a crushing unit and a projecting unit that

a includes a central conductor and/or external con
ductor for applying microwaves, the projecting
unit and the crushing unit cause the fragmented
parts of the tissue to be sutured to contact or over
lap each other, the contacting or overlapping parts
are coagulated and/or fixed by microwaves, and
suturing of the tissue to be suturea i s confirmed,
perfecting the present invention.

b (57) 要 約 ： 【課 題 】 組織 に対 して 、 1
針 1 針、針 に糸 またはステー プラー で縫
う操作 を代行で きる器具の提供 で ある。
【解決す るための手段 】 圧挫部 と、マ

イク 口波 を印加 す るための 中心導体 、及
び / "又 は外部導体 を含 む突 出部 とを有す
る組織縫合器が 、該突 出部 と該圧挫部 に
よって縫合対象組織 の 断片部分 同志 を接
触 又 は重ね て、 さ らにマイク ロ波 に よつ
て接触 又 は重ね た部分 を凝 固及び/" 又 は
固着 して縫合対象組織 を縫合 す る ことを
確認 して本発 明 を完成 した。
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明 細 書

発明の名称 ：組織縫合器

技術分野

[0001 ] 本発明は、マイクロ波を利用 し、糸で縫合する代わりに組織辺と組織辺を

合わせ、組織を凝固 固着 して縫合対象組織に縫合と実質的に同一効果を出

す器具、すなわち組織縫合器 （スティツチ）に関する。

なお、本出願は、参照によりここに援用されるところ、日本特許出願番号2

0 11-273043 からの優先権を請求する。

背景技術

[0002] マイクロ波で手術支援機器が開発され、凝固、切断、剥離、穿刺、シ一リ

ングについては、本発明者等の開発により実用化レベルにきている。例えば

、マイクロ波凝固穿刺針やシーリング機器がある。 しかしながら、腸管膜等

組織同志を縫い合わせる際に、針で糸を通 して 1針ずつ縫って固定する操作

の不要化を可能とする器具はステープラー以外存在 しなかった。よって、術

者が縫合するには長時間の作業又は高い技術を必要とし、さらには糸又はス

テープラー等の異物が手術部位に残っている。

[0003] マイク口波を利用 した縫合装置に関する文献 （参照 ：特許文献 1 ) は報告

されている。 しかし、本発明の組織縫合器の構造とはまったく異なる。さら

に、構造が複雑であり簡便なデバイスとして実用化するのは困難である。更

に内視鏡下の手術で、胃腸の壁を縫う必要があるが、内視鏡を通 した作業は

不可能である。

よって、糸やステープラーで縫って組織を縫合 （接着）することを代行で

きる器具の開発が求められていた。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開平 1 1 — 4 7 1 4 4

発明の概要



発明が解決しょうとする課題
[0005] 本発明は、上記問題を解決するために、組織に対して、針に糸またはステ

—ブラ一で縫う操作を代行できる器具の開発である。

課題を解決するための手段
[0006] 本発明者らは上記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、圧挫部と、マ

ィク口波を印加するための中心導体及び/ 又は外部導体を含む突出部を有す

る組織縫合器が、該突出部と該圧挫部によって縫合対象組織の断片部分同志

を接触又は重ね、更に互いの組織を小孔内に圧入させ、加えてマイクロ波に

よって接触又は重ね押入れた部分を凝固及び/ 又は固着して縫合対象組織を

縫合することができることを確認して本発明を完成した。

より詳しくは、互いに向かい合う2 つの突出部を、お互いずらして組織に

押しつけることにより、突出部が組織を押しこみ、さらに、もう一方の突出

部が該組織の反対側からも同じように押しこみ、縫合対象組織の断片部分同

志を接触又は重ねて、加えてマイクロ波によって接触又は重ねた部分を凝固

及び/ 又は固着して縫合対象組織を縫合することができる。

なお、組織に押し付けた突出部を取り去った後の該組織は凝固 固定され

、互いの組織が圧着と同時に反対側組織と繋がって固定化、支持が強化され

糸で縫合した時と実質的に同じように縫合が完成する （参照 ：図2 C、図3

b ) 。

[0007] すなわち本発明は以下よりなる。

「1 . 組織縫合器であって、

圧挫部と、

マイク口波を印加するための中心導体及び/ 又は外部導体を含む突出部と

、を有し、

該突出部と該圧挫部によって縫合対象組織の断片部分同志を接触又は重ね

て、さらにマイクロ波によって接触又は重ねた部分を凝固及び/ 又は固着し

て縫合対象組織を縫合することを特徴とする組織縫合器。

2 . 前項 1 に記載の組織縫合器であって、



2 以上の互いに向かい合 う圧挫部 と、

該圧挫部 に固定された 1 以上のマイクロ波 を印加するための中心導体及び

又は外部導体 を含む突出部 と、 を有 し、

それぞれ向かい合 う圧挫部 と突出部 によって縫合対象組織の断片部分同志

を接触又は重ね、 さ らにマイクロ波 によって接触又は重ねた部分 を凝固及び

/ 又 は固着 して縫合対象組織 を縫合することを特徴 とする組織縫合器。

3 . 前項 1 又 は 2 に記載の組織縫合器であ つて、

前記圧挫部 に小孔 を有 し、

該小孔は向い合 う圧挫部 に固定された突出部の受け手 とな り、

それぞれ向かい合 う突出部 と圧挫部の小孔 によって縫合対象組織の断片部

分同志を接触又は重ねて、 さ らにマイクロ波 によって接触又は重ねた部分 を

凝固及び/ 又 は固着 して縫合対象組織 を縫合することを特徴 とする組織縫合
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4 . 前項 3 に記載の組織縫合器であ って、

それぞれ向かい合 う突出部 と圧挫部の小孔 によって縫合対象組織の断片部

分同志を接触又は重ねて、 さ らに互いの組織 を小孔内に圧入させて、マイク

口波 によって接触又は重ねた部分 を凝固及び/ 又 は固着 して縫合対象組織 を

縫合することを特徴 とする組織縫合器。

5 . 前項 2 ~ 4 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であ って、

ハサ ミ形状の構造 を有 し、

該ハサ ミのそれぞれの刃先 に前記圧挫部が固定されてお り、

該ハサ ミのダ リップを握 ることによ り、 それぞれ向かい合 う突出部 と圧挫

部及び/ 又 は圧挫部の小孔 によって縫合対象組織の断片部分同志を接触又は

重ねて、 さ らにマイクロ波 によって接触又は重ねた部分 を凝固及び/ 又 は固

着 して縫合対象組織 を縫合することを特徴 とする組織縫合器。

6 . 前項 3 ~ 5 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であ って、

前記 2 以上の突出部が列を形成 し、 さ らに 2 以上の小孔は列を形成 した向

い合 う突出部の受け手 になるために列を形成 していることを特徴 とする組織



縫合器。

7 . 前記列が複数であることを特徴とする前項 6 に記載の組織縫合器。

8 . 前項 3 ~ 5 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であって、

前記突出部が線状の突出部を形成し、さらに小孔は線状の突出部の受け手

になるための構造であることを特徴とする組織縫合器。

9 . 前記 1 ~ 6 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であって、

突出部が中心導体を含み、圧挫部が外部導体を含むことを特徴とする組織

縫合器。

1 0 . 前記 1 ~ 6 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であって、

それぞれ向かい合う2 組の突出部と小孔を有し、一つの突出部が内部導体

を含み、もう一つの突出部が外部導体を含むことを特徴とする組織縫合器。

. 前記突出部、前記中心導体、及び 又は前記外部導体の直径が先端

に向かって漸次又は段階的に小さくなることを特徴とする請求項 1 ~ 1 0 の

いずれか 1 に記載の組織縫合器。

. 前記突出部が半割構造であることを特徴とする請求項 1 ~ 1 0 のい

ずれか 1 に記載の組織縫合器。」

発明の効果
[0008] 術中、簡単な操作で組織間隙を閉鎖する必要がある。例えば、小腸を切除

した後の腸間膜縁同士を縫う場合は互いの辺縁近くに糸を何針かかけて閉鎖

する必要がある。しかし膜状物と膜状物をお互いつなげる縫合に代わる機器

は今までになかった。

本発明に係る組織縫合器は、糸で結紮、縫合するのと同じ作業がほぼ一瞬

にして終わる。この操作を何度か実施すると長い間膜の閉鎖が容易に短時間

で終わることができる。さらに、腸管の縫合等で縫合のある部位を弱いと感

じた時、弱い部分の辺縁部分のみをマイクロ波で印加すれば糸と 1針追加で

かけたと同じ効果を得ることができる。

[0009] 突出部を数多く平面上に固定した圧挫部を有する本発明の組織縫合器では

、 2 つの平面を持つ組織を挟み及びマイクロ波を印加する操作を繰り返すこ



とによ り、線状面状の組織 をお互い凝固 固着することがで きる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] a ：本発明の組織縫合器の突出部 6 と圧挫部 1 の拡大図である。台座形

状物の圧挫部 1 には、突出部 6 が入 り込む小孔 3 がある。縫合対象組織の断

片部分同志を挟んで圧力をかけると、突出部 6 が該組織 を圧挫部 1 に押 し込

む こととなる。 b : 本発明のハサ ミ形状の組織縫合器の試作器である。縫合対

象組織の断片部分同志を挟んでダ リップ 8 を握 ることによ り、突出部 6 が該

組織 を圧挫部 1 に押 し込む ことがで きる。

[ 図2A] 本発明の組織縫合器の台座形状物の圧挫部 1 と突出部 6 の 1 例 を図示

したものである。台座形状物の圧挫部 1 を上 と横か ら見た図である。

[ 図2B] 本発明の組織縫合器の全体の 1 例 を図示 したものである。

[ 図2C] 本発明の組織縫合器の使用例 を図示 したものである。 2 つの突出部 6

は、 それぞれ、向かい合 う圧挫部 1 に組織 を押 し込んでいる。なお、突出部

6 は穿刺針用形状以外 に、半割構造でも先細構造でも良い。

[ 図2D] 本発明の組織縫合器の使用例 を図示 したものである。台座形状物の圧

挫部 1 の突出部 6 に刃先が設置 され、該刃先は、台座形状物の圧挫部 と向か

い合 うのではな く、両刃先同志が組織等 を介 して向かい合い、刃先先端部 よ

り、マイクロ波が印加 され、圧縮、凝固する。

[ 図3 ] 豚の腸間膜切開部の閉鎖実験であ って、本発明の組織縫合器の使用例 を

図示 したものである。 aは、切開ラインをそろえ、把持圧挫 し、マイクロ波 を

印加 して凝固処理 している。 bは、 3 回の凝固操作 によ り切開部位 は緊張 をか

けても接着が保たれることを示す。

[ 図4 ] 針状 （中心導体 2 の直径が先端 に向か って漸次又は段階的に小さ くな つ

ている ：参照図 5 a ) の突出部 6 を有する場合の本発明の組織縫合器 における

マイクロ波照射 によるE-F i e Ld (V/m) を示す。縫合対象箇所の周辺 に対 して十

分 にマイクロ波 を印加で きることを示 している。

[ 図 5]a ：先端が先細 りしている突出部 6 、 b ：先端が先細 りしてお りかつ半割

構造の突出部 6 、 c ：半割構造 している突出部 6



発明を実施するための形態

[001 1] 以下 に本発明の実施形態 を、添付図面 を参照 しなが ら説明する。 ただ し、

これ らの図は本発明の内容 を象徴 的に示す一例 であ って、本発明は これ らに

限定 され るものではない。

[001 2] 本発 明の機序 は、 2 以上の互 いに向かい合 う圧挫部 1 、該圧挫部 に固定 さ

れた 1 以上のマイクロ波 を印加するための中心導体 2 及び / 又 は外部導体 9

を含む突出部 6 、 向い合 う圧挫部 に固定 された突出部 の受 け手 となる小孔 3

を有 するため、 向かい合 う圧挫部 1 を合わせ ると、平面が接 するまで圧着 す

ることがで きる （図 1 ) 。

よ り詳 しくは、互 いに向かい合 う圧挫部 間に挟 まれた異 なる組織 2 面が反

対の組織 に押 し込 まれ、 マイクロ波 を印加 され ることによ り凝 固され ること

になる。

また、原則、 マイクロ波 は、 中心導体か ら外部導体 9 に向か って飛ばすの

で、本発明の組織縫合器 は、 中心導体及び外部導体 9 が必要である。例 えば

、突出部 6 が中心導体 2 及び外部導体 9 の両方 を含んでいれば、縫合対象組

織 の断片部分 にマイクロ波 を印加することがで きる。 また、突出部 6 が中心

導体 2 のみ を有 すれば、他 の突出部 6 又 は圧挫部 1 が外部導体 9 を含んでい

れば良い。 さ らに、突出部 6 が外部導体 9 のみ を有 すれば、他 の突出部 6 又

は圧挫部 1 が内部導体 2 を含んでいれば良い。

[001 3] 本発 明の組織縫合器の試作例 を図 1 に示す。本発明の組織縫合器 は、長径

の突出部 6 の形態及び圧挫部 1 の形態 に特徴 があ り、 この形態 をとることに

よ り、従来 にない効果である、組織等の縫合的処置が可能である。

本発明の組織縫合器 は、 少な くともマイクロ波 を印加するための中心導体

及び / 又 は外部導体 9 を含む長径 の突出部 6 を有 する。

[0014] 長径 の突出部 6 は、台座形状物 の圧挫部 1 に固定 され、好適 には、長径 の

突出部 6 _ 対 が向かいあ う状態 にある。無論、所望 によ り、長径 の突出部 6

は対 にな らず とも良 く、加 えて、長径 の突出部 6 が複数対複数 であ っても良

く、 あるいは櫛状 であ って面であ っても良い。



[001 5] 長径 の突 出部 6 が向かい合 う場合、長径 の突 出部 6 は 目的 とす る組織等 を

挟 め るよ うに、組織等 の厚 さに適合 す る間隙 をも って相対 す る。

[001 6] 台 座形状物 の圧挫部 1 は、相手側長径 の突 出部 6 の受 け手 であ り、平面 で

もよいが、 好適 には、 受 け手 と して少孔 3 を有 す る。 小孔 3 は、 突 出部 6 の

形状 に相応 している ことが好適 であ る。 突 出部 6 が対 の場合、 小孔 3 も同様

に、対 で有 す る。

[001 7] 本 発 明の組織縫合器 は、 好 ま しくはハサ ミ形状 や シ一 リング器 の構造 を有

す る。例 えば、該ハサ ミのそれ ぞれの刃先 7 に圧挫部 1 が固定 されてお り、

ハサ ミの ダ リップ 8 を握 る ことによ り、 それ ぞれ向かい合 う突 出部 6 と圧挫

部 1 及び / 又 は圧挫部 の小孔 3 によ って縫合対象組織 の断 片部分 同志 を接触

又 は重ねて、 さ らにマイ クロ波 によ って接触又 は重ねた部分 を凝 固及び / 又

は固着 して縫合対象組織 を縫合 す る ことがで きる （参照 ：図 1 b) 。

よ り詳 しくは、台座形状物 の圧挫部 1 は、ハサ ミの切 り込み動作 によ り縫

合対象組織 の断 片部分 の挟 み込み （把持）機 能 をもつ。 また、 刃の形状 は、

滑 る刃 （参照 ：W O 2 0 0 8 / 0 5 6 7 3 2 ) の形状 とす る こともで きる。

[001 8] 突 出部 6 は、先端 が先細 （参照 ：図 5 a) 又 は円柱 角柱 の平面 であ る こと

が例示 され る。 この場合、 マイ クロ波伝送用 中心導体 2 は、先細 り先端部位

、 円柱 · 角柱先端部位 で絶縁体材料 か ら露 出す る。

なお、 よ り好 ま しくは、 突 出部、 中心導体 2 、 及び / 又 は外部導体 9 の直

径 が先端 に向か って漸次又 は段 階的 に小 さ くな る ことを特徴 とす る。本発 明

者 らは、 この よ うな先細 りす る突 出部 6 (先細構造） は、凝 固対象組織 に効

率 的 にマイ クロ波 を印加 す る ことがで き、 さ らに非凝 固対象組織 の損傷 を少

な くす る ことがで きる ことを確認 している。

[001 9] また、長径 の突 出部 は、 いわ ゆる円柱 角柱 の場合 だ けでな く、半割 （柱

を縦方 向 に、真 ん中あた りで半分 に切 った柱 の半分 であ って、柱 の中心 をマ

イ ク口波伝送用 中心導体 2 が走 ってお り、半分 に切 った時、該 中心導体 2 が

露 出す る構造 をいい、 中心導体 2 と外部導体 9 の間 に絶縁層 を設 けた同軸構

造 に し、 それ を縦 に切 断 し、 中心導体 2 が縦長 に露 出 した半割形状 ：参照 ：



図5c) 構造で、縦 に一部、中心導体 2 が絶縁体材料か ら露出する。

本発明者 らは、 このような半割構造の突出部 6 は、凝固対象組織 にマイク

口波を印加することができ、 さらに非凝固対象組織の損傷 を少な くすること

ができることを確認 している。

[0020] 中心導体 2 か ら印加されるマイクロ波の受け手は、向かい合 う相手側外部

導体 9 (例 えば、圧挫部 1 、突出部 6 ) であることもでき、外部導体 9 は、

組織縫合 目的にあわせて位置調整がされる。例えば、台座形状物の圧挫部 1

自体は絶縁体 と し、 この台座形状物の圧挫部の一部例えば外側 を囲むように

設置する。

長径の突出部 6 が、半割構造の場合、相対する一の長径の突出部 6 を半割

に し、他 を半割形状 に相応する形態の外部導体 9 を半割中心柱 に設置 しても

よい。あるいは、長径の突出部 6 自体の中心 に中心導体 2 を設置 し、それを

絶縁体材料で囲み、その外形外側の一部 も しくは全部 を外部導体 9 で囲むこ

とも可能である。

[0021 ] 好適な、長径の突出部 6 、台座形状物の圧挫部 1 、腕部は、以下である。

[0022] 長径の突出部 6 は、円、楕円、半円、半割形状の断面をもち、長径の突出

部 6 の長さは、 0 . 1 ~ 6 0 m m、好適には 0 . 5 ~ 1 0 m m、 さらに好適

には 1 ~ 5 m m、具体的には、例えば 1 . 0 ~ 3 . 0 m m、あるいは約 2 .

0 m mが例示される。その直径は、 0 . 1 ~ 5 m m、好適には 0 . 2 ~ 3 m

m、 さらに好適には 0 . 5 ~ 2 m m、具体的には、例えば 0 . 8 ~ 1 . 8 m

m、あるいは 1 . O m mが例示される。

[0023] 台座形状物の圧挫部 1 は、円形又は角型であるが、その最大径は、突起が

単一の場合には ！〜 1 0 m m、好適には 2 ~ 8 m m、 さらに好適には 2 . 5

~ 5 m m、 より具体的には、例えば 2 . 5 ~ 4 m m、あるいは 3 m mが例示

される。

[0024] 台座形状物の圧挫部 1 には、好適には、長径の突出部 6 の受けてと して小

孔 3 が設けられる。小孔 3 は、長径の突出部 6 の形状 に相応する形状 長さ

であれば良い。その最大径は、 0 . 3 ~ 8 m m、好適には 0 . 4 ~ 5 m m、



さらに好適には0 . 8 ~ 4 m m、具体的には、例えば0 . 9 ~ 3 . O m m、

あるいは 1 . 5 m mが例示される。

[0025] 小孔 3 は、長径の突出部 6 の形状に相応する形状で、その最大深さは、挟

む組織によって変わる。一般的には、 0 . 5 ~ 5 m m、好適には 1 . 0 3

m m、さらに好適には 1 . 5 ~ 2 . 5 m m、具体的には、例えば 1 . 8 2

. 3 m m、あるいは2 . O m mが例示される。

[0026] 台座形状物の圧挫は腕部に繋がりその中をマイク口波伝送用中心導体 2 が

走る。腕部の径は、特に制限されないが、挟み機構で、相対する長径の突出

部及び/ 又は台座形状物の圧挫部で組織を挟み込むので、相応の強度を維持

できる材質、太さ、長さが自体自明の方法で調整可能である。例えば、ステ

ンレス製の材質を選んだ場合、 3 ~ 6 m m程度の径である。

[0027] 本発明の組織縫合器は、同軸状のケ一プルからなるマイク口波伝送部でマ

ィク口波発生装置と接続されている。

[0028] 本発明において、中心導体 2 及び外部導体 9 は、いわゆる電気伝導体によ

つて調製される。そして、伝導体は好適には、非磁性体材料で形成されてい

ることが好ましい。非磁性体材料とは、具体例として、黄銅 （銅+ スズ）、

リン青銅 （銅+ スズ+ リン）、銅、亜鉛、金、銀合金等があげられる。絶縁

体は、いわゆる耐熱性の電気あるいは熱を通 しにくい性質を持つ物質であれ

ば特に限定はない。耐熱温度は、略 1 2 0 °C以上であればよく特に限定され

ない。

[0029] 出力源と中心導体 2 を繋 ぐ同軸ケーブルは、据え置き型発振器の場合、マ

イク口波伝送部となり、チュープ状の軟性の屈曲可能なケ一プルとすること

ができる （同軸ケーブルを包み込むチューブ）。携帯型発振器では電気コ一

ドとなる。

[0030] 本発明の組織縫合器は、出力源から同軸ケ一プルを経て中心導体 2 によつ

てマイクロ波が縫合対象生体組織等に印加される。本発明において、好まし

くは印加される電圧は 1 V ~ 6 0 V である。 6 0 V より高ければ、組織に及

ぼす損傷が大きくなる可能性がある。また、 1 5 V 未満が必要なのは細小血



管の止血や近傍部熱損傷 を避 ける （脳外科）場合も考慮 した条件である。

[0031 ] 図 1 は、本発明の組織縫合器本体の写真図である。長径の突出部 6 は、相

対する台座形状物の圧挫部 1 の小孔 3 に相応 して挿入可能である。長径の突

出部 6 には、マイクロ波伝送用中心導体 2 があ り、台座形状物の圧挫部 1 の

外側周縁は外部導体 9 がまかれている （圧挫部 1 が外部導体 9 を含む）。ハ

サ ミのようにダ リップ 8 を握れば、両長径の突出部 6 が相応 して対応する小

孔 3 に揷入される。

[0032] 図 2 A ~ D は、本発明の組織縫合器を図示する。

A は、台座形状物の圧挫部 1 、マイクロ波伝送用中心導体 2 、小孔 3 の関

係 をみたものである。

B は、本発明の組織縫合器の長径の突出部 6 が、一対のとき、相互に少 し

ずれて、長径の突出部 6 がどち らも台座形状物の圧挫部 1 に届 き接触するこ

とができることを示す。

C は、組織 4 を挟んで、縫合する状態を図示する。組織 4 、組織間空隙 5

、相対する長径の突出部 6 、台座形状物の圧挫部 1 との接触の関係が示され

る。 より詳 しくは、 2 つの長径の突出部 6 が、互いに、組織 4 を対側 に押 し

込み、該組織 4 を圧縮 凝固 固着 させている。

D は、本発明の組織縫合器の別の形状 を示 し、長径の突出部 6 は相対する

が台座形状物の圧挫 1 とは接触 しないような形態である。 D では、 2 つの長

径の突出部 6 同志で組織 4 を挟み込み、圧縮、凝固 ' 固着 させている。

[0033] 図 3 aは、 プタの腸間膜 を切離 した後、本発明の組織縫合器の突出部 6 と圧

挫部 1 によりそれぞれの断端 （組織辺）を把持 し、圧挫、マイク口波印加す

ることにより腸間膜が縫合 と同 じ効果で閉鎖できたことを確認 した。

図 3 b は、該閉鎖操作後のラインに緊張をかけ、縫着 を確認 している。豚

の腸間膜切開部の閉鎖実験であるが、従来糸で縫い合わせた場合に比較 して

、数倍の速さで縫合が完成 し、得 られた縫合部位の安定性は非常に優れてい

た。 しかも、術後抜糸の必要もな く、体内に異物 を残さない手術が実現 し、

極めて優れた組織縫合器であることを確認 した。



[0034] 使用にあたっては、出力コネクタ一と本発明の組織縫合器を接続し、長径

の突出部 6 を、目的の組織4 の縫合部位に接触させ挟み込み、マイクロ波を

印加し、目的組織同志を略 1 . 5 m mの深さまで凝固させ、固着し、縫合し

た。

産業上の利用可能性

[0035] 以上説明したように、本発明の組織縫合器は、医療分野での外科的処置領

域において、縫合対象物である生体組織等にマイクロ波が印加されることで

、生体組織の広い範囲で縫合を達成することができる。特に、間膜、腸管、

血管等の縫合に応用可能である。したがって、本発明の組織縫合器は、操作

しゃすく、組織縫合を簡単に達成しうる手術器である。また、ミストや煙が

出ず、止血能が極めて強く優れており、限られた空間での手術器としても適

している。

符号の説明
1 ：圧挫部

2 ：中心導体

3 ：小孔

4 ：組織

5 ：空隙

6 ：突出部

7 ：刃先

8 ：グリップ

9 ：外部導体

1 0 ：絶縁体



請求の範囲

[ 請求項 1] 組織縫合器であ つて、

圧挫部 と、

マイク口波 を印加するための中心導体及び/ 又 は外部導体 を含む突

出部 と、 を有 し、

該突出部 と該圧挫部 によって縫合対象組織の断片部分同志を接触又

は重ねて、 さ らにマイクロ波 によって接触又は重ねた部分 を凝固及び

/ 又 は固着 して縫合対象組織 を縫合することを特徴 とする組織縫合器

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の組織縫合器であ つて、

2 以上の互いに向かい合 う圧挫部 と、

該圧挫部 に固定された 1 以上のマイクロ波 を印加するための中心導

体及び 又は外部導体 を含む突出部 と、 を有 し、

それぞれ向かい合 う圧挫部 と突出部 によって縫合対象組織の断片部

分同志を接触又は重ね、 さ らにマイクロ波 によって接触又は重ねた部

分 を凝固及び/ 又 は固着 して縫合対象組織 を縫合することを特徴 とす

る組織縫合器。

[ 請求項3] 請求項 1 又 は 2 に記載の組織縫合器であ つて、

前記圧挫部 に小孔 を有 し、

該小孔は向い合 う圧挫部 に固定された突出部の受け手 とな り、

それぞれ向かい合 う突出部 と圧挫部の小孔 によって縫合対象組織の

断片部分同志を接触又は重ねて、 さ らにマイクロ波 によって接触又は

重ねた部分 を凝固及び/ 又 は固着 して縫合対象組織 を縫合することを

特徴 とする組織縫合器。

[ 請求項4] 請求項 3 に記載の組織縫合器であ って、

それぞれ向かい合 う突出部 と圧挫部の小孔 によって縫合対象組織の

断片部分同志を接触又は重ねて、 さ らに互いの組織 を小孔内に圧入さ

せて、マイクロ波 によって接触又は重ねた部分 を凝固及び/ 又 は固着



して縫合対象組織 を縫合することを特徴 とする組織縫合器。

請求項 2 ~ 4 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であ って、

ハサ ミ形状の構造 を有 し、

該ハサ ミのそれぞれの刃先 に前記圧挫部が固定されてお り、

該ハサ ミのダ リップを握 ることによ り、 それぞれ向かい合 う突出部

と圧挫部及び/ 又 は圧挫部の小孔 によって縫合対象組織の断片部分同

志を接触又は重ねて、 さ らにマイクロ波 によって接触又は重ねた部分

を凝固及び/ 又 は固着 して縫合対象組織 を縫合することを特徴 とする

組織縫合器。

請求項 3 ~ 5 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であ って、

前記 2 以上の突出部が列を形成 し、 さ らに 2 以上の小孔は列を形成

した向い合 う突出部の受け手 になるために列を形成 していることを特

徴 とする組織縫合器。

前記列が複数であることを特徴 とする請求項 6 に記載の組織縫合器

[ 請求項 8 ] 請求項 3 ~ 5 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であ って、

前記突出部が線状の突出部 を形成 し、 さ らに小孔は線状の突出部の

受け手 になるための構造であることを特徴 とする組織縫合器。

[ 請求項 9 ] 請求項 1 〜 6 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であ って、

突出部が中心導体 を含み、圧挫部が外部導体 を含む ことを特徴 とす

る組織縫合器。

[ 請求項 10 ] 請求項 1 ~ 6 のいずれか 1 に記載の組織縫合器であ って、

それぞれ向かい合 う 2 組の突出部 と小孔 を有 し、一つの突出部が内

部導体 を含み、 もう一つの突出部が外部導体 を含む ことを特徴 とする

組織縫合器。

[ 請求項 11] 前記突出部、前記中心導体、及び 又は前記外部導体の直径が先端

に向か って漸次又は段階的に小さ くなることを特徴 とする請求項 1 ~

1 0 のいずれか 1 に記載の組織縫合器。



[ 請求項 12] 前記突出部が半割構造であることを特徴 とする請求項 1 ~ 1 0 のい

ずれか 1 に記載の組織縫合器。
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